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環境づくり 3-1-1 友情年の認定事業の継続開催 短期
・現在行っている友情年の認定事業の継続開催
・新たな事業開催（文化行事、セミナー、交流会、展
示会等）の働きかけ
3-1-2
福岡・釜山超広域
経済圏の広域体制
の強化
短期
・ポータルサイトの運営
・観光・文化情報発信コーナーの相互設置
・メディアを通じた広報招聘などの共同企画・推進
人とモノの移
動における利
便性の向上 3-2-1
電子マネーの利用
環境づくり
短期
・空港・港湾での電子マネーの販売・払い戻し
・観光施設・デパート等の利用可能店舗数の拡大
・電子マネーの利用方法等の相手国言語での情報提供
中期 ・日韓共通電子マネーの発行要請
3-2-2 両都市を結ぶ交通手段の充実 短期
・既存の高速船・フェリーの増便働きかけ
・既存の航空便数の増便働きかけ
・新たな地域航空会社への就航働きかけ
・福岡・釜山パッケージチケットの開発要請
3-2-3 相手国の言語表記の拡大 短期
・交通機関・公共施設・飲食店などにおける相手国言
語表記の拡大
・誤脱字の修正協力
Ⅳ　福岡側：政府への共
同要望
　　釜山側：政府への共
同建議
4-1-1 政府への共同要望
福岡・釜山超広域経済圏の実現のために制度、資金支援な
どに対して要望していく
「例：出入国及び通関手続きの利便性向上、両地域の協力事
業に対する財政的支援など]
備考）１ ．課題欄の短期は３〜４年内の実施、中期はそれ以降の実施0年内をめどに実施
　　　２ ．福岡側、釜山側で併記されている事項については、日本語と韓国語で適切な
表現を用いたもので、意味は同じである
出所）福岡市資料
■人材面における共同事業
　人材面について。「相手国文化・言語の学習機会の充実」の中で、副読本を
使った相互理解促進を挙げている。2009年に福岡市と釜山市で作成した。共通
の副読本を使って相互理解を図ろうという全国でも初めての試みである。「大
学生の交流活性化」は、福岡都市圏と釜山市の大学で構成する大学間コンソー
シアムの活動を支援することを含んでいる。「インターンシップの受入支援」
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については、福岡市において複数の組織が、韓国人インターンシップの受入れ
の仲介を行っており、継続的な取組みを目指すものである。
■人の往来についての共同事業
　人の往来について。「電子マネーの利用環境づくり」については、１枚の共
通カードを２つの都市で自由に利用できる日韓共通電子マネーを目指すもので
ある。2008年には、西日本鉄道㈱発行のnimocaとソウルのT-moneyで社会実
験を行ったが、ＩＣカードの規格の違いとプリペイド方式における為替の問題
があり、未だ具体的な成果は出ていない。まずは、福岡と釜山それぞれで利用
できるカードを、空港・港湾で販売と払い戻しを行うことから着手する。「両
都市を結ぶ交通手段の充実」は、高速船、フェリー、航空機の増便などを働き
かけるもので、速く安く移動できる手段を目指すものである。とりわけ韓国で
は、低価格の地域航空会社の就航がみられ、釜山でもエア釜山による福岡線の
就航が決定している5。
■政府への共同要請
　最後に、「政府への共同要請」について。実はこれが最も重要である。これ
まで述べたことは、福岡市と釜山市が地方で何ができるのかを前提に共同事業
を設定したものである。しかしながら、両都市におけるヒト・モノ・資金・情
報の交流活性化を目指すならば、国の規制緩和は不可欠であり、この部分を地
方に権限移譲して運営できる体制を構築することが最も必要なのである。
５　200年３月29日就航予定。４月26日には釜山〜大阪にも就航する。
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２．産業交流促進に向けて
　⑴　グループ間交流による持続的な交流促進
　韓国ビジネスにおいて、九州企業にみられる特徴を挙げると、５−0年を超
えて交流を継続する企業はごく少数にとどまるということである。持続しない
原因は、人件費や為替相場、技術力の格差の縮小等日韓を取り巻く経済環境の
変化などマクロ的な要因に起因するものもあれば、契約内容に基づく意見の相
違など、企業間レベルでの問題に起因するものもあり、さまざまである。
　前節では、福岡市と釜山市が行政主導で進める超広域経済圏について、その
全貌をみたが、ここではミクロレベルの企業交流について現状をみていきたい。
■持続的なビジネス交流を図るための基本型
　ビジネスにおいて、長い期間、持続的な国際交流を行っている企業には、あ
る共通点がみられる。それは特定の九州企業と韓国企業が、信頼関係の下に強
固に結びついていることである。さらにはこの結ぶつきがコアとなって各国の
同業者の窓口（コーディネート）機能を果たし、他企業の交流まで仲介して地
域間交流を広げているのである（図表２−１）。
　例えば、コンクリート二次製品製造業である熊本市の企業（Ａ社）は、韓国
のある企業（Ｂ社）と取引関係を続けている。日本の同業他社が韓国企業と取
引を行う時、信用の見極めを含めてＡ社に取引の仲介を依頼している。つまり
韓国との取引の窓口的な機能を果たしているのである。一方、韓国でも同様
に、日本企業から製品を購入する場合、Ｂ社を仲介して行うことが多い。つま
りＡ社とＢ社が九州と韓国の橋渡し役となって、コンクリート二次製品製造業
の日韓取引が生まれているのである。
　合成樹脂製品加工業においても同様に、Ｃ社（福岡市）と業務提携を行って
いる韓国企業Ｄ社との間で、製品の売買や人材交流、技術情報の交換を行って
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いる。両社はさらに一歩進んで、二社間の取引にとどまらず、日韓における窓
口機能を果たしている。
　このように強固な信頼関係が構築された二社間の取引関係の上に、日韓の業
界全体がつながっているという構図は、国境を越えた産業交流を進めていく上
で有効に機能している。
図表２−１　持続的な交流を図るための基本型
出所） ㈶日韓産業技術協力財団、㈶九州経済調査協会「九州と韓国南部地域（釜山等）
の超広域経済連携モデル策定日韓合同調査」
■グループ間交流への発展
　図表２−１を発展させてグループ間交流まで拡大したのが、図表２−２であ
る。この場合も日韓のグループ同士、さらにはコーディネート企業同士が核と
なって、グループ間交流に発展している。企業グループに参加していない企業
も含めて広範囲にわたりネットワークが拡大している。
　九州では、ＩＴベンチャー企業グループである北九州国際ＩＴビジネス推進
会（KLIC）や、環境産業の産学官連携組織である「九州地域環境・リサイク
ル産業交流プラザ（K-RIP）」がこの形態をとっている。
　KLICではソウル市のIT関連企業の組織であるSICAM（Seoul International 
Companies  for Asian Market）やSBILC（Seoul Business Incubator Leaders 
Club）とMOUを締結し、ミッション団の相互訪問などを行い個別の商談等を
行っている。また、K-RIPにおいては韓国産業団地公団（KICOX）とMOUを
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締結して、韓国との交流を行っている。具体的には韓国側が必要としている環
境関連技術についての照会に対して、対応可能な案件を韓国側の企業ヒアリン
グを通じてマッチングを図っている。また九州で開催される環境見本市「エコ
テクノ」でも韓国から参加を行い、現地で九州企業との交流を行っている。
図表２−２　持続的な交流を図るための基本型（グループ間交流）
出所） ㈶日韓産業技術協力財団、㈶九州経済調査協会「九州と韓国南部地域（釜山等）
の超広域経済連携モデル策定日韓合同調査」
■持続的な交流を図るための発展段階
　このように、地域レベルで日韓交流を活発にしていくためには、企業グルー
プによる交流が効率的と思われるが、国境を越えたグループ間交流に至るまで
は、次のとおり第１段階から第４段階までの過程を経ることになる（図表２−
３）。
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図表２−３　交流促進のための発展段階
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出所） ㈶日韓産業技術協力財団、㈶九州経済調査協会「九州と韓国南部地域（釜山等）
の超広域経済連携モデル策定日韓合同調査」
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○第１段階
　企業が個別に事業活動を行い、単独で海外交流を進めている状態である。現
状では、九州と韓国南部の主要産業では、自動車産業、造船業、部品素材産業
などが該当する。
○第２段階
　地域の中で同業種、あるいは異業種の間でグループが形成されている状態で
ある。国境を越えた取引は行われているものの、グループとしての交流ではな
く、あくまで企業単独での取引にとどまる。カウンターパートが定まっていな
い状態である。九州では、産業を超えた異業種交流グループの九州日韓経済交
流会（KNOCK）6 が該当する。
○第３段階
　九州と韓国において、カウンターパートを特定して、国境を越えたグループ
間交流が始まっている状態である。さらには、グループに属する企業からグ
ループに属さない企業にまで情報が伝達され、ネットワークを駆使して、韓国
側のニーズに応じようとする状態をさす。産業別にみると、九州では韓国側に
カウンターパートを有する環境産業、ＩＴ産業、バイオ産業がこの段階に達し
ている。
○第４段階
　国境を越えたグループ間の交流が、面的に広がっている状態である。企業
ネットワークを活かすことで選択肢がより拡大し、相手国企業やグループから
のニーズに応じやすくなる。
６　九州日韓経済交流会（略称：KNOCK）は日韓両国の貿易、投資などの経済交流促
進を図り、両国企業の相互理解とビジネス環境増進に寄与する事を目的とした異業種
交流団体。講演会やセミナー・勉強会の開催やミッション団の訪問等を行っている。
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　⑵　ビジネスモデル
　日韓の企業連携においては、いくつかのビジネスモデルが提案できる。ここ
では、実際に行われている企業連携を含めて、日韓の企業間で有効と思われる
ビジネスモデルを提案したい。
　①　日韓の販売・技術取引
■技術供与
　最も基本的なビジネスモデルである技術供与は、これまで同様、将来的にも
日韓間で有効なビジネスモデルである。韓国企業は、独自技術を、時間をかけ
て育成するよりも、他から獲得して短時間のうちに自社技術に転用しようとす
る意識が強い。韓国の技術面での急速なキャッチアップが言われるが、日本企
業との間には明確に技術格差があるとも言われている。よって、九州企業は、
技術を開発して売るといったビジネスを韓国で展開することが求められる。ま
た加工組立型産業は、品質管理のノウハウが不可欠である。この部分において
も九州企業が韓国企業に対してノウハウを伝えることはできるであろう。
　上記は、韓国企業よりも九州企業の技術力が高いことを前提としているが、
もちろん逆のケースもありうる。
図表２−４　技術供与と韓国企業による韓国国内販売
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出所） ㈶日韓産業技術協力財団、㈶九州経済調査協会「九州と韓国南部地域（釜山等）
の超広域経済連携モデル策定日韓合同調査」
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■技術供与と大学による技術適正の見極め
　九州企業から韓国企業に対する技術供与は、以前から行われてきたビジネス
モデルである。これも、韓国企業よりも九州企業の技術力が高いことを前提と
したモデルだが、当然ながら逆の場合もありえる。韓国の対日貿易赤字の原因
となっている部品素材分野の技術力格差は、両国間で特に重要な課題であり、
部品素材分野における技術供与は、韓国側が強く求めるものである。また品質
管理においても九州企業が韓国企業に対して、ノウハウを伝えることができる。
　一方、九州企業が韓国企業に対して直接技術供与を行うにあたり、大学によっ
て専門的に適正を見極めることが必要の場合もある。例えば省エネ技術や環境関
連技術の場合、気温、湿度、土壌などの条件が異なれば、技術が十分に活かせ
ないこともあるからで、韓国の風土にマッチするかを検討することが望ましい。
図表２−５　技術供与

出所） ㈶日韓産業技術協力財団、㈶九州経済調査協会「九州と韓国南部地域（釜山等）
の超広域経済連携モデル策定日韓合同調査」
■国境を超えた異業種間の取引
　九州と韓国の製造現場で用いられるソフトウェアを、相手国のＩＴ企業等が
開発した製品で賄うモデルである。例えば、九州の造船所が、設計に使う
CADソフトを釜山のＩＴ・ソフトウェア企業に委託開発するといった例であ
る。その他にも、日本で技術者が不足する自動車用組込みソフトウェアを、韓
国から購入することは現実的なモデルとして考えられよう。
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図表２−６　技術供与と韓国企業による韓国国内販売
出所） ㈶日韓産業技術協力財団、㈶九州経済調査協会「九州と韓国南部地域（釜山等）
の超広域経済連携モデル策定日韓合同調査」
■九州市場をテストマーケットとした、韓国企業の日本市場進出への足がかりの構築
　北九州をテストマーケットとして橋頭堡を築き、商品力を見極めて日本市場
へ展開するビジネスモデルである。多くの韓国ＩＴ企業が日本での販売に失敗
しているが、これは日本の独特な流通構造の中で、販路開拓が難しいことが要
因となっている。そのため、九州のＩＴ企業グループの販路を使い、九州のＩ
Ｔ企業と一緒になって日本国内の市場開拓を行うことを想定している。実際に
北九州国際ＩＴビジネス推進会では、韓国側にこのモデルを提案するなど実践
する動きがみられる。
図表２−７　九州市場をテストマーケットとした韓国企業の日本市場では販売
出所） ㈶日韓産業技術協力財団、㈶九州経済調査協会「九州と韓国南部地域（釜山等）
の超広域経済連携モデル策定日韓合同調査」
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　②　第三国市場への進出
■九州企業と韓国企業が連携して中国でビジネス展開
　九州企業と韓国企業が連携して、中国でビジネス展開を行うビジネスモデル
である。中国東北部には朝鮮族が多く、一般的に日本企業よりも韓国企業が中
国におけるネットワーク力をもっているともいわれている。グループ間交流の
中で、日韓の連携が生まれ、連携して中国でのビジネス展開を行うことを示し
たモデルである。
図表２−８　日韓連携による中国等への進出
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出所） ㈶日韓産業技術協力財団、㈶九州経済調査協会「九州と韓国南部地域（釜山等）
の超広域経済連携モデル策定日韓合同調査」
■日韓合弁による中国等第三国への進出
　日本企業と韓国企業が合弁で中国等第三国に進出するビジネスモデルであ
る。中国には自動車メーカー、東南アジアには電子部品産業などの加工組立型
メーカーが進出しており、日本と韓国の協力メーカーが合弁で工場を設立し
て、現地市場に販売したり、欧米市場に輸出することを想定したモデルである。
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図表２−９　日韓連携による中国等第三国での製造、販売
出所） ㈶日韓産業技術協力財団、㈶九州経済調査協会「九州と韓国南部地域（釜山等）
の超広域経済連携モデル策定日韓合同調査」
　③　人材交流
■韓国人技術者の日本への派遣
　九州の外国人人材仲介機関が、韓国の人材教育機関（大学、民間）と提携し
て、日本企業で即戦力となるような教育を行い、日本企業での就業が可能なレ
ベルになれば、九州の外国人人材仲介機関を介して日本企業に就業を斡旋する
モデルである。九州には、韓国産業人力公団駐日本代表事務所やＮＰＯ法人新
アジア人材・技術協力機構、日韓インターンシップ協会（ＮＰＯ申請中）、福
岡県インターンシップ推進協議会など、就業とインターンシップを斡旋する機
関が複数立地しており、就業を支援する体制は整備されている。産業面では、
ＩＴ業界における人材不足が指摘されている。
図表２−10　仲介機関を介した日本企業への韓国人材の就業
出所） ㈶日韓産業技術協力財団、㈶九州経済調査協会「九州と韓国南部地域（釜山等）
の超広域経済連携モデル策定日韓合同調査」
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■韓国人従業員の採用。韓国に帰国後は九州企業の取引先へ
　九州をはじめ日本に留学している韓国人を、九州企業が社員として採用し、
一定期間就業後、韓国で起業、九州企業の取引先としてネットワークの拡大に
寄与するモデルである。未だ韓国に帰国した社員はいないものの、韓国企業と
取引比率の高い九州企業の中には、実践に移している企業もある。この企業
は、いずれ自社製品の販売代理店として、韓国内での販売とメンテナンスを
担ってもらうことを構想としてもっている。
図表２−11　韓国人従業員の採用
出所） ㈶日韓産業技術協力財団、㈶九州経済調査協会「九州と韓国南部地域（釜山等）
の超広域経済連携モデル策定日韓合同調査」
■韓国人ＩＴ技術者の日本企業での就業
　韓国の大学を卒業後、九州のＩＴ企業に就職するモデルである。韓国南部の
大学では、日本語教育やプログラミング教育などをカリキュラムに盛り込んで
実施しており、卒業後は日本企業に就職する道筋もつくられている。日本では
ＳＥやプログラマーなどの人材が不足しており、地方はその傾向が顕著であ
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る。その反面、韓国ではＩＴ分野の労働力市場は飽和状態で、キャリアアップ
のため一定期間、日本での就業を希望するＩＴ技術者は多い。日本における人
材確保においてこのようなビジネスモデルを描くことができる。
図表２−12　韓国の大学から九州企業への就職
出所） ㈶日韓産業技術協力財団、㈶九州経済調査協会「九州と韓国南部地域（釜山等）
の超広域経済連携モデル策定日韓合同調査」
おわりに
　九州と韓国の間では、20年以上にわたって日韓連携についてさまざまな議論
を重ねてきた。これまでは学界や行政レベルの交流が多かったものの、2008年
に李明博大統領が就任し、韓国東南圏と九州の超広域経済圏の形成を公約とし
て掲げたことで、両地域の連携は議論から実践に移ろうとしている。
　今後は企業にメリットを感じてもらえるような環境整備を、いかに迅速に進
めていくかが、超広域経済圏づくりのポイントといえよう。そのために重要な
点が２つある。１つは、中央政府をいかに動かすかである。具体的には、ＣＩ
Ｑ（通関、出入国管理、検疫）を、地方においてある程度裁量をもって運用で
きないことには、地方におけるインターローカルの交流は難しい。手段とし
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て、例えば特区指定によってCIQの規制緩和を実現できれば、九州と韓国の交
流は今以上に進展すると考えられる。その意味で、福岡県が提唱する「福岡・
アジア新時代創造特区」構想7は是非実現してもらいたい。「日本の特区は特区
と呼べない」と海外から揶揄されるほど規制緩和の程度が弱い。福岡や九州か
らこうした声を打ち消して欲しい。
　２つ目は、人と人とのつながりである。図表２−２、図表２−３でグループ
間交流を提案したが、組織化だけで終わるのではなく、ベースとなるのはやは
り人と人との強固な信頼関係であり、人的ネットワークを築くことが強く求め
られる。
　福岡−釜山超広域経済圏の意義の一つでもみられたが、日韓FTA交渉が中
断しているだけに、地方間交流を積極的に進めることで、暗礁に乗り上げてい
る中央同士の交渉を再開させる原動力になれば、九州の取組みは大きな価値を
生み出すことになる。
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